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ふりがな とくていひえいりかつどうほうじん おかやまにゅうきょしえんせんたー 

団体名 特定非営利活動法人おかやま入居支援センター 

代表者名 井上雅雄 

連絡先 

住所 岡山市北区広瀬町 2-11 

TEL 086-230-1056 

E-mail jimukyoku@okayama-nyukyoshien.org 

URL https://okayama-nyukyoshien.org/ 

設立年（西暦）       2009 年 

助成活動名 対象者を縛らないシェルターの運営の継続と入居者の支援 

助成額      500,000 円 

活動内容 

目的 

 

 

当法人は、個人毎のネットワーク形成による住支援を通じて、誰もが安心して暮ら

せる街づくりを活動の目的としている。 

 

被災、虐待避難などの理由で緊急で住む場所を必要とする人が相当数存在し、当法

人は助成を受けてシェルターを提供し、被虐待者・高齢者・障害者・若者・被災者

などを支援してきた。 

近時、インフレ等に伴う住居喪失やゴミ屋敷化や 8050 問題やケアラー問題がみられ

るようになり、被虐待者・被災者等だけでなく、退院に向けた試験外泊や、レスパ

イト利用などシェルターのニーズがより多様化してきている。 

多様なニーズに対応するため、アパート型のシェルターと一軒家のシェルターをニ

ーズに沿った場所に確保しておくことが求められる。ニーズに応えるため、最低で

も岡山市と倉敷市にアパート型のシェルターを維持させていただきたい。 

地域の関係機関との連携強化を推し進めると同時に、当法人による見守りを強 

化することも必要である。 

空き家を改修・管理してシェルター等として活用することは、居住支援だけで 

なく、家屋の傷みを防止し、特定空き家の防止のためにも必要であるが、この 

費用は別途捻出したい。 

 

内容 

 

当法人は、岡山市と倉敷市において、緊急一時避難先としてのシェルターを継続す

る。  

 

他団体と協力して、単身者だけでなく、多人数での利用も見据え、ニーズのある地

域にニーズに沿った物件を探し、可能な限り利用可能な物件を確保し、管理を継続

しつつ、一時的にシェルターとして活用する。 

シェルター物件のある地域において当該対象者を支援している団体と協力してシェ

ルター入居中の支援を強化する。  

新たに、8050 問題やケアラー問題やゴミ屋敷問題の対応についてシェルターの活用

を模索して、地域課題の解決の糸口を探る。 

精神科アドボケイト団体 にシェルターの利活用情報を提供し、協力して精神科アド

ボケイト活動におけるシェルター活用の可能性や方策を探る。  

 

 

 

 



 

① 見守り支援・連絡用携帯電話を用意 

定期的な連絡をシェルター利用条件とする。連絡がつかなければ職員が訪問す

る。 連絡手段を持たない人に備えて格安 sim を契約して貸し出し、当法人との

連絡 が可能な状態にする。必要があれば契約回線数を増加する。年間で２人程

度の sim 利用を見込む。 

 

② 岡山市と倉敷市の便利な場所に 3 部屋のアパート賃貸を継続してシェルターと

して維持する。各複数人の利用を目標とする。利用者総数６名程度を見込む。 

  

③ 他団体が所有している一軒家の物件について、管理を担当することにより使用

貸借を継続してシェルターとして活用する。利用世帯数 1 世帯以上を見込む。 

既存物件は４月から活用。ニーズに応じて新規物件を探す。短期間と若干長期 

間の利用が混在する見込み。利用者総数 9 名程度を見込む。被虐待者・被災

者 ・障害者・高齢者・刑事施設出所者・未成年者・若年者・子育て世帯・ひき

こ もり・失業者・外国人等住宅確保要配慮者全般を対象とする。 

 

当初の
計画か
らの変
更点 

特になし 

成果 

入居実績（2 名） 
女性     R7.1.31～R7.8.8 
男性（18 歳）R7.12.18～R8.3.30 
シェルターの利用期間は原則１ヵ月としており、利用者は１ヵ月後の自立を目
指して生活基盤となる収入（就労収入、生活保護受給など）と次の住居を確保
する。 
１ヵ月では収入と住居の確保が困難な場合は延長可能であるが、最長は３ヵ月
で、３ヵ月で自立できない場合は支援方針の見直しをする前提での期限の設定
である。 
２名はいずれも若年者で、就労が安定しないために長期の利用となってしまっ
たものの、定期的に面談をしたり支援機関と連携して支援方針を確認したりし
ながら、そのときの状況に応じて柔軟に対応できるシェルター運営によって受
け入れることができ、次へのステップとなった。 

今後の課題と対
応策 

助成金に頼るシェルター運営には限界があります。 
助成金に頼らないシェルター運営のため、無償、格安で貸していただく物件を用意するこ
とが必要となっています。一定程度、管理や保全を引き受けることによって、物件を用意
していく必要があります。 
物件所有者や物件管理会社と連携し、また、空き家等管理支援法人の資格を取得して、シ
ェルター物件のコーディネート役になる形で、賃料負担を抑えることも必要と考えていま
す。 

 



写真の提出 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


